
「ＥＶ・ｐＨＶタウン」の選定結果について

平成２１年３月

経済産業省自動車課



初期需要の創出

・政府、自治体、企業等による率先導入

ＥＶ・ｐＨＶタウン構想の概要ＥＶ・ｐＨＶタウン構想の概要

○ 「ＥＶ・ｐＨＶタウン構想」とは、「低炭素社会づくり行動計画」の取組方針にも位置付けられてい

る、電気自動車（ＥＶ）、プラグインハイブリッド自動車（ｐＨＶ）の本格普及に向けた実証実験の

ためのモデル事業。

○電気自動車、プラグインハイブリッド自動車の初期需要を創出するためには、充電インフラ整備

や普及啓発などを集中的に行う必要があることから、まずはモデル地域を選定し、自治体、地

域企業等とも連携してＥＶ、ｐＨＶの導入、環境整備を集中的に行い、普及モデルの確立を図り、

日本全国への展開を目指す。

・政府、自治体、自動車メーカー、電力会社、地域企業（ショッピングセンター、
コンビニ、民間駐車場、ガソリンスタンド、高速道路会社など）が連携して、
充電インフラの整備や利用時のインセンティブを付与

充電インフラの整備、利用時のインセンティブ 普及啓発・効果評価

・シンポジウム、試乗会、環境教育等による普及啓
発の実施
・経済性、環境性能等の効果評価の実施

時間貸駐車場で駐車
中は無料で充電

急速充電器の整備により
航続距離に対する不安感
を解消

・タクシー、レンタカー、カーシェアリング等への導入
・車両購入費用を低減させるインセンティブ
（補助制度や税制優遇）

駐車場で利便性の高い場
所にＥＶ専用駐車スペース
を確保

公用車、営業車など
への導入

パトカー、郵便集配車、
タクシーなどへの活用 カーシェアリングへの利用

環境教育の一環として、ＥＶを
小学校に派遣した特別授業

シンポジウム等と合わせ
て試乗会を開催

風力発電、原子力発電
の活用による

ゼロエミッション社会
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ＥＶＥＶ・ｐＨＶタウンの・ｐＨＶタウンの選定選定

１．自治体からの提案について

○募集期間：平成２０年８月３０日～１０月３１日

○対 象：都道府県

○募集内容：ＥＶ・ｐＨＶの普及に向けた具体的な施策の提案を募集

○提案自治体（計１１都府県）：

青森県、東京都、神奈川県、新潟県、福井県、愛知県、京都府、岡山県、高知県、長崎県、沖縄県

２．提案書の審査について

○提案内容：初期需要の創出、充電インフラの整備、普及啓発等

○審査項目：取組方針、実施内容、課題抽出、実施体制

○審査基準：

①車両の普及とＣＯ２削減効果、②費用対効果、③先導性・モデル、

④地域適応性、⑤実現可能性、⑥持続性

○審査方法：自治体からのヒアリング、有識者からの意見聴取も実施

３．今後のスケジュール

○２１年６月まで：「ＥＶ・ｐＨＶタウン推進アクションプラン※１」の策定（広域実施地域、実施地域）

○２１年夏頃 ：第Ⅱ期提案募集を実施予定

○２２年３月まで：「ＥＶ・ｐＨＶタウン推進マスタープラン※２」の策定（広域実施地域、実施地域）

※１「ＥＶ・ｐＨＶタウン推進アクションプラン」は、提案書に基づき、「ＥＶ・ｐＨＶタウン」に関する基本方針、目標、取組内容、取組体制等を具
体化し、実証試験のための行動計画として策定するもの。

※２「ＥＶ・ｐＨＶタウン推進マスタープラン」とは、自治体が主体となって「ＥＶ・ｐＨＶタウン」を通じ、実使用下で車両、充電インフラに関する
調査、実証、評価等を実施し、その結果を取りまとめたもの。 2



ＥＶ・ｐＨＶタウンの選定ＥＶ・ｐＨＶタウンの選定結果結果

○提案のあった１１都府県について、都市規模も考慮しつつ、審査基準に基づき提
案内容を審査し、その結果は以下のとおり。

①広域実施地域
（２自治体）

②実施地域
（６自治体） ③調査地域

（３自治体）
ＥＶ・ｐＨＶタウンＥＶ・ｐＨＶタウン

東京都（大都市）

神奈川県（大都市）

青森県（地方都市）、新潟県（中都市・離島）

福井県（地方都市）、愛知県（大都市）

岡山県（中都市）

高知県（地方都市）
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【①広域実施地域】
・２１年度から、隣接する広域な地域においてモデル事業を実施し、先進的なマスタープランの策定を目
指す地域。

【②実施地域】
・２１年度から、地域の特色を生かしたモデル事業の実施を通じて、熟度の高いマスタープランの策定を
目指す地域。

【③調査地域】
・提案内容に解決すべき課題があることから、更なる調査を実施し、２１年度に実施予定の提案募集を通
じて「ＥＶ・ｐＨＶタウン」への選定を目指す地域。

神奈川県（大都市）
京都府（中都市）、長崎県（地方都市・離島） 沖縄県（地方都市・離島）



各自治体各自治体からの提案内容からの提案内容

新潟県（２千台）
・離島モデル、積雪寒冷地仕様、ＥＶタク
シーなどの実証

・地域連携による充電インフラ整備、産
業振興の実施

京都府（２．５千台）
・ＥＶ等普及促進条例の制定（率先導入、
イ セ テ ブ 充電イ ラ整備等）

福井県（６百台）
・原子力発電を電源としたＥＶの利用

・ＥＶを活用したゼロカーボンエコツーリ
ズム、ゼロカーボンライフ

神奈川県（３千台）
・企業、自治体によるＥＶの大量率先導
入／インセンティブの付与

東京都（１．５万台）
・企業、自治体によるＥＶ・ｐＨＶの大量率
先導入／インセンティブの付与
・地域、企業連携による充電インフラ整備
・オリンピックと連携した取組

青森県（１千台）
・原子力発電、風力発電を電源としたＥ
Ｖ・ｐＨＶの利用

・次世代エネルギーパークや自然観光地
でのＥＶの活用

※緑枠：ＥＶ・ｐＨＶタウン／青枠：調査地域

自治体名（2013年までのＥＶ・ｐＨＶ
の普及目標）
・主な施策

インセンティブ、充電インフラ整備等）

・カーシェアリング、レンタカー、タクシー
でのＥＶ・ｐＨＶの活用

愛知県（１～２千台）
・企業、自治体によるＥＶ・ｐＨＶの率先導入

・地域、企業連携による充電インフラ整備

長崎県（５百台）
・風力発電、太陽光発電を電源としたＥ
Ｖの利用

・次世代エネルギーパーク、世界遺産候
補地、公用車でのＥＶの活用

高知県（１千台）
・風力発電、太陽光発電を電源としたＥＶ
の利用

・カーシェアリングによるＥＶ・ｐＨＶの普及
啓発

入／インセンティブの付与
・地域、企業連携による充電インフラ整備

・カーシェアリング、観光レンタカーなどの
実証

岡山県（７百台）
・レンタカー、公用車でのＥＶの活用
・地域連携による充電インフラ整備

沖縄県（５百台）
・大規模離島モデルの実証
・観光レンタカーによるＥＶ・ｐＨＶの普及啓発 4


